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増 減 額 増 減 率
8 , 3 6 5 8 , 2 7 8 △  8 7 △  1 . 1
7 , 5 8 2 7 , 5 7 6 △  5 △  0 . 1
4 , 7 1 4 4 , 9 8 9 2 7 4 5 . 8
4 , 1 7 3 4 , 3 1 5 1 4 1 3 . 4
2 , 7 9 8 2 , 7 4 4 △  5 4 △  1 . 9
2 , 7 9 5 2 , 7 4 3 △  5 1 △  1 . 8
1 3 0 △  9 9 △  2 2 9 △  1 7 6 . 1
4 1 5 3 8 0 △  3 5 △  8 . 5

4 5 3 2 2 3 △  2 2 9 △  5 0 . 6

4 9 1 2 △  3 7 △  7 4 . 8

特 別 利 益 1 9 0 1 7 3 △  1 7 △  9 . 0

特 別 損 失 1 4 0 1 6 0 2 0 1 4 . 2

2 7 3 1 6 1 △  1 1 1 △  4 1 . 0

８円 0 0 銭 ８円 0 0 銭 ０円

6 0 . 8 6 4 . 6 3 . 8Ｐ
5 9 . 9 6 1 . 7 1 . 8Ｐ
3 3 . 5 3 3 . 2 △ 0 . 3Ｐ
3 6 . 9 3 6 . 2 △ 0 . 7Ｐ
9 4 . 3 9 7 . 7 3 . 4 P
9 6 . 8 9 7 . 9 1 . 1Ｐ

2 0 0 4 年 度

正 味 収 入 保 険 料

正 味 支 払 保 険 金

正 味 事 業 費

正 味 損 害 率

正 味 事 業 費 率

コ ン バ イ ン ド レ シ オ

2 0 0 3 年 度

保 険 引 受 利 益
資 産 運 用 損 益

経 常 利 益

特 別 損 益

当 期 純 利 益

１ 株 当 た り 配 当 金

１
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１．決算のポイント

（単位：億円／％）

※正味損害率は

　損害調査費込み

◆保険料は、元受正味保険料
　で実績確保するも、正味収入
　保険料では海外受再の縮小
　により１．１％減少

◆大口自然災害の影響等
　により、保険引受損益は
　９９億円の損失

◆正味事業費率は、保険料が
　減収する中、０．３Ｐの改善

◆１株当たりの配当金は
　８円を継続

※下段は除く特殊要因（自賠責政府再保険廃止影響とＦＲ影響）



２
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２．収入保険料の状況　（１）正味収入保険料

■種目別正味収入保険料 ■主な増減収要因

（※数値は営業成績ベース）

火 災

傷 害

自 動 車

　　第三分野　　　　　　　　　　

　　積立傷害　　　　　　　　　　

　　長期火災　

　　単価ダウン　　　　 　　　　　　　　

　　海外受再の縮小　　 　　

そ の 他 　　賠償責任　　　　　　　

（単位：億円／％）

金額 増減率 金額 増減額 増減率

火 災 837 3.3 885 48 5.8

海 上 52 0.5 53 1 2.2

傷 害 490 △ 1.6 492 1 0.3

自 動 車 4,717 △ 3.7 4,606 △ 111 △ 2.4

自 賠 責 869 4.5 875 6 0.7

そ の 他 613 △ 3.9 663 49 8.0

合 計 7,582 △ 1.9 7,576 △ 5 △ 0.1

種　目
2003年度 2004年度

【除く特殊要因】 （単位：億円）

＋４５

＋１７
△１１

△７４※
△４６

＋４３



金額 増減率 金額 増減額 増減率

2,902 △ 1.9 2,888 △ 14 △ 0.5

1,624 1.1 1,638 14 0.9

1,703 4.3 1,759 56 3.3

トヨタＧ販売店 1,503 2.7 1,527 24 1.6

うちトヨタＧ企業 200 18.3 232 32 15.9

296 △ 11.1 276 △ 20 △ 6.9

832 2.6 843 11 1.3

276 △ 2.4 274 △ 2 △ 0.6

うち銀 行 窓 販 48 23.3 43 △ 5 △ 10.8

507 △ 6.8 498 △ 9 △ 1.8

8,140 △ 0.3 8,176 36 0.4

金 融

そ の 他

合 計

モ ー タ ー

その他ディーラー

企 業

トヨタ グ ル ー プ

チャネル
2003年度 2004年度

プ ロ

◆火災保険は、長期火災が好調で増収を
　維持
◆自動車保険は、連続減収となるが
　減収幅は縮小

◆種目合計では、増収を確保

３

（単位：億円／％）■種目別営業成績 ■チャネル別営業成績 （単位：億円／％）

◆最大ウェイトのプロチャネルは、
　減収幅が縮小

◆トヨタグループは、増収幅縮小するも

　増収基調を維持

金額 増減率 金額 増減額 増減率

火 災 923 6.0 971 48 5.2

海 上 85 0.3 85 0 0.1

傷 害 400 2.5 417 17 4.2

自 動 車 4,654 △ 2.2 4,603 △ 51 △ 1.1

自 賠 責 1,453 2.0 1,457 4 0.3

そ の 他 625 △ 1.4 644 18 2.9

合　計 8,140 △ 0.3 8,176 36 0.4

種　目
2003年度 2004年度

２．収入保険料の状況　（２）営業成績保険料
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４

■正味支払保険金・損害率推移

（国内・損害調査費除き）

◆正味支払保険金は、大口自然災害影響が　　　
３３６億円あったものの、合計では１４１億円
の増加に留まる。

◆正味損害率は、ロス改善効果により、大口自然
災害影響含みで１．８Ｐの上昇に留まる。

■大口自然災害の状況 （単位：億円）

◆大口自然災害による発生保険金は、元受で　
　　

　５３７億円となるが、保守的な再保険カバー

　により、正味で３５９億円に圧縮

◆自動車Ｅ／Ｉ損害率は、大口自然災害除きで
５５．２％と低位安定

■自動車Ｅ／Ｉ損害率

（単位：億円／％）【除く特殊要因】
元受 正味

537 359

支 払保 険金 497 336

支 払 備 金 40 23

2004年度

発 生 保 険 金

支払
保険金

損害率
支払
保険金

増減額 損害率
損害率
増減

火 災 341 42.4 558 217 65.0 22.6P

海 上 38 76.5 29 △ 9 56.1 △20.4P

傷 害 177 40.4 162 △ 15 36.5 △3.9P

自 動 車 2,666 61.3 2,638 △ 28 62.0 0.7P

自 賠 責 490 65.7 468 △ 22 62.7 △3.0P

そ の 他 457 79.4 457 0 72.8 △6.6P

合　　計 4,173 59.9 4,315 141 61.7 1.8P

２００３年度 ２００４年度

Ⅰ．２００４年度決算概要

３．支払保険金の状況

（％）
5 9 . 6

5 6 . 9

5 4 . 4
5 4 . 6

5 5 . 2

5 2 . 0

5 4 . 0

5 6 . 0

5 8 . 0

6 0 . 0

2 0 0 1 年度 2 0 0 2 年度 2 0 0 3 年度 2 0 0 4 年度

大口自然災害除き
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４．事業費の状況

■事業費圧縮状況

増減額 増減率

707 698 △ 9 △ 1.3
678 658 △ 19 △ 2.9

うちｼｽ ﾃﾑ経費 220 201 △ 19 △ 8.8

1,386 1,356 △ 29 △ 2.1

1,409 1,386 △ 22 △ 1.6

2,795 2,743 △ 51 △ 1.8

36.9 36.2 △0.7P －正 味 事 業 費 率

２００４年度

正 味 事 業 費

２００３年度

人 件 費

物 件 費

保険引受に係る営業費
及 び 一 般 管 理 費

諸 手 数 料

及 び 集 金 費

※物件費には、拠出金・負担金、税金を含む

（単位：億円／％）
億円

【除く特殊要因】

◆正味事業費は、継続的な効率化努力により、５１億円を削減

◆システム経費は、新事務投資の一巡により、１９億円の減少

◆正味事業費率でも、正味収入保険料減少影響を吸収して、０．７Ｐの改善

事業費率は
着実に低下



６

Ⅰ．２００４年度決算概要

５．資産運用の状況

増減額

415 380 △ 35

利 息 及 び 配 当 金 収 入 355 387 31

有 価 証 券 売 却 損 益 220 208 △ 11

有 価 証 券 評 価 損 （△ ） 9 13 4

そ の 他 運 用 損 益 59 6 △ 53

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △ 210 △ 207 2

資 産 運 用 損 益

2004年度2003年度

■資産運用損益
（単位：億円）

■リスク管理債権の状況
（単位：億円）

◆リスク管理債権は、債務者の業績

　改善およびバルクセール等により、

　　

　１２４億円の減少

◆貸付金に占める割合でも３．５％

　と、資産健全化は大きく進展

◆低金利が継続する中で、利息配当

収入が３１億円増加

◆有価証券売却損益のうち、　　　

株式売却損益が２３３億円と　　

前年対比で３５億円減少

増減額

246 121 △ 124
破 綻 先 債 権 1 1 △ 0

延 滞 債 権 183 114 △ 68
３カ月 以 上 延 滞 債権 6 3 △ 3
貸 付 条 件 緩 和 債 権 55 2 △ 52

3,529 3,430 △ 99

7.0% 3.5% △3.5Ｐ

2003年度 2004年度

対 貸 付 金 割 合
貸 付 金

リ ス ク 管 理 債 権



７

（単位：億円）

■有価証券含み損益

■政策保有株式の圧縮（簿価ベース） （単位：億円）

（単位：億円）

◆ソルベンシーマージン比率は、

　自己資本の着実な積み上げ及び
　リスクの減少により上昇

◆株式の含み益は、政策株式売却等
　により、１７７億円減少

◆外国証券の含み損は、
　ポートフォリオの改善効果により、
　７６億円減少

■ソルベンシー・マージン比率

◆２年間で１，３００億円弱の圧縮を実現

◆政策保有株式の範囲を、営業政策
　目的の株式へ変更

※圧縮額及び保有残高は、減損処理後残高

６．資本の状況６．資本の状況
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増 減 額

公 社 債 3 6 7 7 4 0

株 式 2 , 2 3 8 2 , 0 6 1 △  1 7 7

外 国 証 券 △  1 4 9 △  7 2 7 6

そ の 他 5 7 4 1 △  1 6

合 計 2 , 1 8 3 2 , 1 0 6 △  7 7

2 0 0 4 年 度2 0 0 3 年 度

増減額

圧 縮 額 9 6 6 3 2 8 △  6 3 8

保 有 残 高 3 , 0 3 6 2 , 7 0 8 △  3 2 8

変 更 前 保 有 残 高 3 , 6 8 9 3 , 4 0 8 △  2 8 1

2 0 0 3 年 度 2 0 0 4 年 度

増減額
総 資 産 2 5 , 9 7 8 2 5 , 6 9 1 △  2 8 7
自 己 資 本 4 , 4 6 8 4 , 5 2 0 5 2
異 常 危 険 準 備 金 1 , 9 4 2 1 , 9 4 8 5
ｿﾙﾍ ﾞ ﾝｼｰ・ﾏｰｼ ﾞ ﾝ比率 9 1 0 . 1 % 9 5 1 . 9 % 4 1 . 8 P

2004年度2003年度

※買入金銭債権を「その他」に含む
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８

■種目別の積立状況

■種目別積立率の他社比較

◆火災の積立状況は、大口自然災害影響により、
９２億円減少した結果、積立率は６４．７％
と、１５．０Ｐ低下

◆大口自然災害リスクへの対応を強化するため、

　最適な再保険手当および異常危険準備金の

　繰入率の引き上げを検討

　　（単位：億円／％）

◆種目別積立率では、火災・自動車ともに遜色ない水準を確保

金額 積立率 金額 積立率 増減率
火 災 655 79.7 563 64.7 △15.0P
海 上 33 64.2 35 65.4 1.2P
傷 害 269 54.9 284 57.7 2.8P
自 動 車 842 17.9 893 19.4 1.5P
そ の 他 140 19.2 171 24.7 5.5P

2003年度 2004年度

火災保険 自動車保険

７．異常危険準備金の状況７．異常危険準備金の状況

Ⅰ．２００４年度決算概要
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９

■支払保険金の状況

２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度

支 払 保 険 金 322 362 389 290
支 払 備 金 残 高 1,167 884 616 459

（単位：億円）

＜参考＞フォートレス・リー航空再保険の状況

◆保険金支払は順調に進捗

◆国際会計事務所による支払見込額の

　精査を定期的に実施

　○直近のマーケットロス動向等を踏まえ、

　　４２億円の支払備金積み増しを実施　

　

◆フォートレス・リー社及び同社役員

　等との間で和解契約を締結

　○和解金１０３億円を特別利益へ計上

0 0

141件

61件

1件
0

100

200

300

400

2001年1月 2002年1月 2003年1月 2004年1月 2005年1月

　億円　　　　2001年度　　 　　　2002年度　　　　 　　2003年度　　　 　　　2004年度　　　　2005年度

受再契約件数受再契約件数

保険金支払見込保険金支払見込
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８．あいおい生命　決算のポイント

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

個 人 新 規 契 約 高個 人 新 規 契 約 高

個 人 保 有 契 約 高個 人 保 有 契 約 高

保険料等収入

資産運用収益

保険金等支払金

資産運用費用

総資産

59,467 63,091

3,345 3,902

18,102 20,036

28 76

196,486 229,243

3,623

556

1,933

47

　32,756 　16.7

169.5

10.7

16.6

6.1

2003年度

新規契約高

個人・個人年金

団体・団体年金

保有契約高

個人・個人年金

団体・団体年金

2004年度
増減額 増減率

8,520 2,297 27.0

7,909

611

9, 702

1,116

41,885 48,297

34,046 38,781

7,838 9,515

1,792

505

6,412

4,735

1,677

15.3

13.9

21.4

（単位：億円／％）

10,818

82.7

22.7

※積増しをしなかった場合、実質の税引前当期純利益２３．１億円　

ｿﾙﾍﾞﾝｼｰ･ﾏｰｼﾞﾝ比率 1,950.6 1,874.0 △76.6P

6 , 9 4 4

7 , 9 0 9

9 , 7 0 2

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度

（億円）

（億円）

◆標準責任準備金達成に向けて２３億円の積増しを実施
　 (前年度末は１６．４億円の積増し）

■契約高は２桁増率を達成し、順調に拡大

3 0 , 5 0 3

3 4 , 0 4 6

3 8 , 7 8 1

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

２ ０ ０ ２ 年 度 ２ ０ ０ ３ 年 度 ２ ０ ０ ４ 年 度

前年度比＋22.7％

前年度比＋13.9％

（単位：百万円／％）
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１１

＜参考＞あいおい生命のエンベディッド・バリュー（ＥＶ）

◆２００４年度末ＥＶは、対前年８７億円増加（１８．１％増）

◆標準責任準備金の達成に向けて積立を進めており、今しばらく連結利益には貢献
　しないが、企業価値は着実に増加

■順調に企業価値が高まる生保事業

0

2 0 0

4 0 0

6 0 0

2 0 0 2 年度末 2 0 0 3 年度末 2 0 0 4 年度末

４０９億円

４８０億円

億円

純資産価値

保有契約価値

１３９

２７０

１９７

２８２

５６７億円

２８５

２８２

ＥＶ増加額
８７億円

ＥＶ増加額

７１億円

※エンベディット・バリューの前提・・・ソルベンシーマージン比率1,000%、リスク割引率８％
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Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

１．中期基本戦略（１）

■損保事業

■生保事業　　

■損保事業

■生保事業　　

国内収保

海外収保

事業費率

１兆円

1,000億円

３０％

2010年代初頭に目指す姿

　　　　　　１．顧客・マーケットを基軸にした戦略と

　　　　　　　　損保コア機能の再強化による増収基盤の確立

　　　　　　２．営業構造革新の完遂による生産性の向上　　　

　　　　　　３．収益力の強化

　　　　　　４．人事革新・組織活性化とＣＳＲ経営の推進

　　　　　　５．トヨタグループとの更なる連携強化

　　　　　　１．アジア・中国における元受事業の確立

　　　　　　２．生保事業収益の拡大に向けた新たなビジネス

　　　　　　　　モデルの確立

　　　　　　３．金融サービス事業を中心にした新たなフィー

　　　　　　　　ビジネスの開発

３つの
拡　大

保有契約高

経常利益

１０兆円

100億円

２００５～２００６年度に取組む重点課題

５つの
強　化

１２



◆増収力の確立
　　地域に基軸を置いた営業展開、成長マーケットの迅速・確実な捕捉と損保コア機能の再強化

◆生産性・効率性の向上
　　営業構造革新の完遂とＩＴを活用した効率的販売・事務スキームの構築

◆収益力の強化
　　ロス改善対策の強化と商品ポートフォリオの変革により総合損害率を改善するとともに、資産運用力の強化

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

１．中期基本戦略（２）

国 内 損 保 事 業 に お け る 増 収 増 益 構 造 の 確 立

事 業 領 域 の 拡 大 に よ る 収 益 源 の 多 様 化

活 力 に あ ふ れ 革 新 し 続 け る 企 業 風 土 の 醸 成

品 質 最 優 の 企 業 基 盤 の 構 築

　　国内損保事業の生産性向上により投資余力を創出し、海外事業、生保事業、金融サービス事業等、成長分野へ積極的に
　　経営資源をシフト

ト ヨ タ グ ル ー プ と の 更 な る 連 携 強 化

　　国内損保事業はもとより、あらゆる分野で連携を強化

　　“人事革新”と“コミュニケーションとチームワーク”を基軸にした社員能力・士気の向上と代理店とのパートナーシップの強化

　◆投資余力の創出と格付・株主価値の向上に向け、財務基盤の強化と資本効率の向上
　◆ステークホルダーとのコミュニケーションを基軸にしたＣＳＲ経営の推進による信頼性の高い企業基盤を構築

１３



１４

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

２．中期経営目標（２００５－２００６年度）

■損保事業

※自賠責政府再保険廃止影響を除く

■生保事業

2004-2006
増減

7 , 609億円 7 , 720億円 7 , 980億円 371億円
△ 1 . 2 % 1 . 5 % 3 . 4 % 4 . 9 %

65 . 2% 60 . 8% 59 . 4% △  5 . 8 P
36 . 1% 35 . 9% 35 . 4% △  0 . 7 P
101 . 3 % 96 . 6% 94 . 8% △  6 . 5 P

223億円 280億円 290億円 6 7億円
161億円 170億円 180億円 1 9億円

5 . 2 % 5 . 3 % 5 . 4 % 0 . 2P

285億円 333億円 410億円 125億円
※１　修正ＲＯＥ＝当期利益÷（資本の部－その他有価証券評価差額金）

対 前 年 増 収 率
正 味 収 入 保 険 料

海外 収保 （現 地元受）

2004年度 2006年度

正 味 事 業 費
コン バ イン ドレ シ オ

修 正 Ｒ Ｏ Ｅ ※ １

経 常 利 益
当 期 純 利 益

2005年度

正 味 損 害 率

9 , 7 0 2億 円 1 0 , 6 0 0億 円 1 3 , 5 0 0億 円 3 , 7 9 8億 円

4 8 , 2 9 0億 円 5 6 , 2 0 0億 円 6 5 , 0 0 0億 円 1 6 , 7 1 0億 円
内 個 人 ・個 人 年 金 3 8 , 7 8 1億 円 4 5 , 0 0 0億 円 5 2 , 0 0 0億 円 1 3 , 2 1 9億 円

3 3億 円 4 0億 円 5 0億 円 1 7 億 円
※２　標準責任準備金積増前

実 質 経 常 利 益 ※2

保 有 契 約 高

個人・個人年金新契約高



３．事業戦略　（１）増収力の確立①

◆新たなゲートウェイの確保およびアライアンス等による機能強化を図り、マーケットへのアクセス力を強化
◆各チャネルの連携および損保コア機能の再強化を図り、マーケット開拓力を強化

１５

地域リテールマーケット
ｹﾞｰﾄｳｪｲ

退
　
職
　
者

中
小
企
業
事
業
所

ＩＯＩ

＋

チャネル連携

損保コア機能

機能提携

販売提携 販路拡大

機能強化

４０１ｋ

営 業 社 員 商工会議所
・商工会
（ＣＣＩ）

＋

IOI倶楽部

法人IOI倶楽部

●ＩＯＩ保険商品

●トヨタアセット投信

●野村アセット投信等

地 域 金 融 機
関 プ ロ 等住 宅 産 業 者

商 品 サ ー ビ ス

ア ク サ
生 命

野 村 証 券
グ ル ー プ

■地域リテールマーケット戦略

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」



損保コア機能の更なる強化

トヨタとの連携
による商品開発

３．事業戦略　（１）増収力の確立②

1 , 3 1 8 1 , 3 9 1 1 , 4 6 4
1 , 5 0 3 1 , 5 2 7

1 0 7
1 4 4

1 6 9 2 0 0 2 3 2

グループ企業

グループ販売店

（単位：億円）

2000年度 2003年度 2004年度

件数 収保 件数 収保 増率

コ ンビ に プ ラン 49千件 51億円 52千件 54億円 5.9%

なが らくプラン※ 13千件 12億円 21千件 19億円 61.1%

2003年度 2004年度

（※）2003年7月から販売

◆トヨタの先進技術・

　金融事業と連動した

　商品開発

販売店の保険　
収 益 拡 大 支 援

◆保険業務改善

　 活動の加速

◆フォローアップ
　プログラムの活用

グループ企業　
と の 取 引 拡 大
◆管財・団体マーケッ
ト

　でのシェアアップ

◆住宅事業との

　連携強化

2001年度 2002年度

大幅
増収

レクサス販売店　　　
と の 取 引 拡 大

　　最 高 級 の 補 償 提 供

最 高 級 の サ ー ビ ス 提 供

１６

■更なる増収を目指し取組を強化■共同開発商品の販売は順調に拡大

■グループ販売店取引の拡大推進

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度

取 引 拠 点 拡 大 数 98 80 96 73
販 売 店 新 規 乗 合 数 19 10 8 12
幹 事 取 引 拡 大 数 4 1 2 3

保険商談オペレーションの
構 築 支 援

◆「レクサスオーナーズ自動車保険プラン」により、最高級の自動車保険・サービスを提供
◆競争力のある共同開発商品・販売店の保険収益拡大支援により、増収基盤を強化

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

■トヨタマーケット戦略

４年間で　
３３４億円増収

新商品投入

（店数）



△ 2 . 2 △  2 . 1

△  1 . 7

△  0 . 8

＋ 0 . 3

△ 2.5

△ 2.0

△ 1.5

△ 1.0

△ 0.5

0.0

0.5

2003年度 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

自 動 車 保 険 の 一 歩 先 へ

３．事業戦略　（１）増収力の確立③

ト ッ プ ラ ン へ の 切 替 促 進

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 戦 略 に よ る
契 約 継 続 の 強 化

お 客 様 ニ ー ズ に 対 応 し た
商 品 改 定 を 実 施

業 界 ト ッ プ ク ラ ス の サ ー ビ ス

事 故 の ス ピ ー ド 解 決

１７

更 な る
台 数 増 加

単 価 アップ

２００４年度

（％）

■自動車保険の保険料増率推移（営業成績）

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

■自動車保険戦略

台数増率 単価増率
2003年度 △ 0.2 △ 2.0
2004年度 0.5 △ 1.6
第１四半期 0.5 △ 2.6
第２四半期 0.6 △ 2.3
第３四半期 0.4 △ 1.2
第４四半期 0.4 △ 0.1

（単位：％）

■契約台数・単価増率推移（営業成績）



複合販売の強化複合販売の強化

商品ポートフォリオ商品ポートフォリオ
　　　　の変革　　　　の変革

自 動 車 保 険
顧客の囲い込み

収 益 性 の 向 上
自動車保険顧客500万人

◆プラットフォーム商品に第三分野商品を新投入

３．事業戦略　（１）増収力の確立④

１８

家 庭 総 合 保 険

事 業 者 総 合 保 険

建 設 業 総 合 保 険

運 送 業 総 合 保 険
（ 2 0 0 4 年 1 2 月 販 売 開 始 ）

中 小 企 業
マ ー ケ ッ ト

個 人
マ ー ケ ッ ト

２００４年度 ２００５年度目標

増収額 新規販売件数

家 庭 総 合 １０億 円 ８．２万 件

事業者総合

建設業総合

運 送 業

総 合 保 険

１２億 円 １４．３万 件

火災
保険

火災
保険
新種
保険

新種
保険

■プラットフォーム戦略

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

2005年度目標

販売件数　　　増収額　

2005年度目標

販売件数　　　増収額　

販売件数

14.5万件
増収額

52億円

健 康 総 合 保 険
「 リ ブ リ ー ド 」
（2 0 0 5 年 4月販売開始）

◆ ３ 大 疾 病 の 医 療 保 障 の 拡 充◆ ３ 大 疾 病 の 医 療 保 障 の 拡 充
人 保 険
マ ー ケ ッ ト

・入院無制限補償の新設
・転入院時一時金の新設
・発生時保険料払込免除

業界初

新投入



「三位一体」営業店体制事務委託代理店
　専属代理店システム
　　「ＩＯＮＯＳ」
　Ｗｅｂ型代理店システム
　　「Ｉ－ＢＲＯＡＤ」
　携帯ＰＯＳシステム

◆営業店革新

事務協業
代理店

◆チャネル構造革新

非 自 立 代 理 店

◆事務革新
会 社 事 務
の 委 託

総　 轄
代理店

傘下誘導

代理店システム装備ＩＯＮＯＳ導入

営

業

力

強

化

／

事

業

費

効

率

化

営

業

力

強

化

／

事

業

費

効

率

化

2004年度 2005年度目標

事 務 委 託 店 1,717 2,150
事 務 協 業 店 124 200
総 轄 代 理 店 27 50

2004年度 2005年度目標

専 業 営 業 課 11 23
事 務 推 進 セ ンター 16 30
営業センター/チーム 67 60

３．事業戦略　（２）生産性・効率性の向上

１９

◆営業構造革新の完遂による営業力強化とともに事業費効率化を実現

専 業 営 業 課

◆営業活動革新

営業担当者
の機能革新

新 規 開 拓
強 化

内務担当者
の機能革新

代 理 店
指 導 強 化

ペ ー パ ー レ ス

デ イ リ ー 精 算

◆代理店業務革新

キ ャ ッ シ ュ レ ス

事 務 推 進 セ ン タ ー

営 業 セ ン タ ー

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

営推指導特化

事務指導特化

集 中 管 理



２０

３．事業戦略　（３）収益力の強化①

◆総合損害率目標

59.4

64.1

65.2

60.8

55.0

60.0

65.0

70.0

2003年度 2004年度 2005年度目標 2006年度目標

2005年度以降、大口自然災害
見込額を従来の７５億円から
１００億円へ引き上げ

自動車ロス改善の継続強化

商品ポートフォリオの変革

業界トップクラス
の 損 害 率 維 持

総

合

損

害

率

の

改

善

火 災 ・ 人 保 険
の 保 険 料
ウ ェ イ ト 拡 大プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 戦 略 の 強 化

～ 商 品 拡 充 ・ 顧 客 利 便 性 向 上 ～

保

険

引

受

収

益

力

の

強

化

自 動 車 Ｅ ／Ｉ損害率は大幅に改善

ロ ス 改 善 の 取 組 を 継 続 強 化

火 災 ・ 人 保 険 の 更 な る 増 収 が 必 要

％

※自賠責政府再保険廃止影響を除く
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■ロス改善



２１

３．事業戦略　（３）収益力の強化②

　　資産健全化が大幅に進展 政 策 株 式 の 削 減 不動産の減損処理 リスク管理債権の半減

運用スタイル毎の
機 能 強 化

資産運用力
　　の強化

資 産 健 全 化 の
推 進

収 益 源 の 拡 大

ＡＬＭ強化

戦略的アロケーション運用

オルタナティブ運用の強化

政策株式の圧縮

負 債 マ ッ チ ン グ の 推 進負 債 マ ッ チ ン グ の 推 進 個 人 ロ ー ン 拡 大個 人 ロ ー ン 拡 大

2004年度
圧縮 計画 額 400 億円

圧 縮 額 328 億円
期 末 残 高 2,708億円

400 億円
2005年度以降

低収益資産・不稼動資産の圧縮 収益性の高い資産へ再投資収益性の高い資産へ再投資

ファンド入替による分散効果追求ファンド入替による分散効果追求

通 貨 分 散 投 資 の 高 度 化通 貨 分 散 投 資 の 高 度 化信 用 リ ス ク 運 用 の 強 化信 用 リ ス ク 運 用 の 強 化

運 用 手 法 の 拡 大運 用 手 法 の 拡 大

新たな金融商品運用

トヨタアセットマネジメント等外部機関との連携強化トヨタアセットマネジメント等外部機関との連携強化

新 た な 資 産 ・ リ ス ク を 対 象 と し た新 た な 資 産 ・ リ ス ク を 対 象 と し た
流 動 化 商 品 お よ び 証 券 化 商 品 へ の 投 資流 動 化 商 品 お よ び 証 券 化 商 品 へ の 投 資
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■資産運用力の強化



アジア

中国欧州

◆欧州あいおいモーター＆ジェネラル保険に

　よるＦ＆Ｉ・日系企業向け損保事業の強化

◆Ｆ＆Ｉ事業展開国の拡大

◆マーケットニーズにあった新商品を開発・提

供

◆支店設立による元受体制を構築
◆日系企業営業を強化
◆PICCの保険ブローカー会社へ出資

◆あいおいバンコク損保による
　
　Ｆ＆Ｉ事業の強化
◆Ｆ＆Ｉ事業展開国の拡大

豪州

◆トヨタグローバル戦略と連動したＦ＆Ｉ
事業の強化推進　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　

◆アジアマーケットでのＦ＆Ｉ事業の強化
　及び中国への先行投資

◆Ｆ＆Ｉ事業の強化・拡大

２２

北米

◆トヨタグループ・日系企業
　に特化した事業展開

３．事業戦略　（４）収益源の多様化①

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

■海外事業の積極的展開 ◆現地元受収保状況 （単位：億円）

2005年　
目標

2006年　
目標

2004年

1 3 8
1 8 0

147
171

230

1 6 2

0

100

200

300

400

500 Ｆ＆Ｉ

日系他



◆エンベディッド・バリュー（ＥＶ）の拡大

２３

３．事業戦略　（４）収益源の多様化②

契約保全の強化

新規契約高
の　拡　 大

お客様ニーズの高い
独 自 商 品 の 拡 充 保 有 契 約 価 値

の 拡 大

損保チャネルに合わせ
た販売体制の強化

生保独自チャネルの
強 化

お 客 様 の 視 点 に 立 っ た 業 務 品 質 の 向 上

収益力の強化 運 用 の 高 度 化 効 率 化 に 向 け た 構 造 改 革 純資産価値の拡大

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

■生保事業

■全マーケット共通
　　２００５年６月　一生涯のトータル保障と最低積立利率の保証を付けた利率変動型終身保険「スーパー終身プレミアム」を新発売

■トヨタ販売店向け商品
　　２００４年１１月　「TS CUBIC CARD」会員向けクレジットカード払専用商品「ずっとラック」の発売

■金融機関向け商品
　 ２００４年２月　「ガン診断給付金特約付団体信用生命保険」　（２００４年度：１８金融機関提携）

　　２００５年４月　米国通貨建の定額型個人年金保険「ドル物語」

●お客様サービスセンターの設置（２００４年４月）による契約保全体制の一層強化

　　「変更手続ダイレクトサービス」の本格展開によるサービスの拡充

新商品

新 規 契 約 高 の 拡 大

契約保全対策の強化



収益源の収益源の
多 様 化多 様 化

２４

４．資本政策

◆統合リスク量の抑制により、新規事業等の投資余力の充実
◆リスク・リターンの最適化による資本効率の向上

実質自己資本
統 合 リ ス ク 量
（９９％VａＲ）

最 低 必 要 資 本

超 過 資 本超 過 資 本
新規事業投資に伴う新規事業投資に伴う
リスクを超過資本で手当リスクを超過資本で手当

リスク・リターンの最適化
による資本効率向上

事 業 継 続 に 必 要 な 留 保 資 本

既存事業の既存事業の
収益性向上収益性向上

資 本 と リ ス ク の 状 況資 本 と リ ス ク の 状 況 資本効率向上による事業ポートフォリオ構築資本効率向上による事業ポートフォリオ構築 持

続

的

な

株

主

価

値

の

向

上

持

続

的

な

株

主

価

値

の

向

上

非効率資産非効率資産
の売却の売却

増収増益構造の確立

資産ポートフォリオ
の 最 適 化

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

■資本政策の基本方針



５．ＣＳＲ経営の推進

２５

持
続
的
成
長
の
実
現

／
企
業
価
値
の
向
上

持
続
的
成
長
の
実
現

／
企
業
価
値
の
向
上

「企業理念」

““共感・共創・共生共感・共創・共生””

の精神の精神

◆「リスクと安心を担う総合サービス企業」として、社会と経済の継続的な発展、安全で豊かな

　生活の実現に貢献

ステークホルダーと
のコミュニケーション
を基本に取組を強
化

ステークホルダーと
のコミュニケーション
を基本に取組を強
化

お 客 様

株 主

代 理 店

社 員

取 引 先

地域社会・国際社会

地 球 環 境

コーポレート
ガバナンス

コンプライアンス リ ス ク 管 理 情 報 開 示個 人 情 報
保 護

　経済的
　　責任

高い効率性と株主価値

の持続的な向上

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」

環境的
　責任

リサイクル部品使用
特 約 付 自 動 車 保 険

全 損 車 両 ネ ッ ト
オークションシステム

保 険 事 業 を 通 じ た 環 境 保 全

携 帯 Ｐ Ｏ Ｓ に よ る
ペ ー パ ー レ ス 業 務

業界初

保険事業を通じた社会貢献

社会的
　責任

医療・介護サービス提供
による豊かな社会の実現

当社遊休ビルを活用した
デイサービスセンター運営

自 動 車 事 故 対 応 と
交 通 安 全 取 組 み



２６

＜参考＞中期基本戦略の概念図

損害サービス・リスクコンサル機能の強化

営業構造革新の完遂

生 保 事 業海 外 事 業

生産性・効率性
の向上

コミュニケーションとチームワーク

金融サービス
事 業

フィービジネス

増収増益構造

の確立

財務基盤強化と資本効率向上

顧客・マーケットを基
軸にした戦略と損保
コア機能の再強化

保険引受収益力強化

商品ポート変革

営 業 活 動 革 新

ト

ヨ

タ

グ

ル

｜

プ

と

の

連

携

強

化

収 益 源 の 多 様 化

活力あふれる企業風土醸成

品 質 最 優 の 企 業 基 盤 構 築

増収力の確立

収益力の強化 資 産 運 用 力 の 強 化

Ｃ Ｓ Ｒ 経 営 の 推 進

代理店とのパートナーシップ

人 事 革 新 ・ 組 織 活 性 化

ＩＴを活 用 し た 新 た な 販 売 ・ 事 務 ス キ ー ム の 構 築

地 域 密 着 の 営 業 展 開

成長マーケットの迅速・確実な捕捉

営 業 店 革 新

ロ ス 改 善

代理店業務革新 チャネル構造革新

Ⅱ．新中期経営計画「ＩＯＩ　ＡＣＴⅡ」



本件に関するご照会先

〒150-8488  東京都渋谷区恵比寿１－２８－１

Ｔ Ｅ Ｌ ：（０３）５７８９－７１３５

　　　　　　　　　　　　　　　　 Ｆ Ａ Ｘ ：（０３）５４８９－６４６５

E-mail：kazuhiro-narita@ioi-sonpo.co.jp

経営企画部ＩＲグループ

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれておりますが、こうした記述は、一定のリスク
と不確実性を内包するものであります。

将来の業績、経営方針・戦略等は、環境の変化に伴い、変化・変動があり得ることにご留意く
ださい。
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２．種目別保険料・保険金

　　　・種目別元受正味保険料
（単位：百万円、％）

92,817 96,824 102,099 107,000

4,991 5,039 4,910 4,900

50,081 49,619 50,588 54,000

476,841 464,177 457,454 465,300

170,681 174,213 174,622 169,000

69,164 67,292 68,783 71,300

864,579 857,167 858,458 871,500

　　　・種目別正味収入保険料
（単位：百万円、％）

81,042 83,737 88,591 93,300

5,224 5,251 5,368 5,400

49,887 49,090 49,220 52,000

490,025 471,792 460,647 468,200

131,531 153,634 154,455 151,300

79,128 73,089 69,524 67,800

836,841 836,596 827,807 838,000

　　　・種目別正味支払保険金
（単位：百万円、％）

　 　 　 　
損害率 増減 損害率 増減 損害率 増減 損害率 増減

37,188 48.2     38.6 △ 34,182 42.4     5.8 △  55,894 65.0     22.6     34,000 38.3     26.7 △ 

2,711 55.0     22.3 △ 3,896 76.5     21.5     2,905 56.1     20.4 △ 3,000 57.6     1.5      

18,767 42.8     0.9 △  17,790 40.4     2.4 △  16,284 36.5     3.9 △  17,600 37.1     0.6      

273,352 60.4     3.1 △  266,689 61.3     0.9      263,849 62.0     0.7      269,800 62.3     0.3      
51,236 45.0     28.6 △ 64,304 47.1     2.1      85,243 60.4     13.3     100,500 71.9     11.5     

80,400 106.1   31.3     84,622 119.9   13.8     74,792 111.2   8.7 △  62,100 95.4     15.8 △ 
463,655 60.1     6.9 △  471,486 60.8     0.7      498,969 64.6     3.8      487,000 62.4     2.2 △  

＊ 正味損害率（％）＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料

自 動 車

自動車損害賠償責任

そ の 他

合 計

2005年度予想 

火 災
海 上

傷 害

　
年度
種目

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度

2.5       △        
合 計 7.7                  0.0       △        1.1       △        1.2                  

そ の 他 26.8                7.6       △        4.9       △        

1.6                  
自動車損害賠償責任 67.5                16.8                0.5                  2.0       △        

自 動 車 0.4                  3.7       △        2.4       △        

0.6                  
傷 害 3.8       △        1.6       △        0.3                  5.6                  

海 上 2.2       △        0.5                  2.2                  

増減率

火 災 11.0       △      3.3                  5.8                  5.3                  

2005年度予想 
増減率 増減率 増減率

　
年度 　種目 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度

3.7                  
合 計 3.0                  0.9       △        0.2                  1.5                  

そ の 他 4.2                  2.7       △        2.2                  

1.7                  
自動車損害賠償責任 20.9                2.1                  0.2                  3.2       △        

自 動 車 0.9       △        2.7       △        1.4       △        

0.2       △        
傷 害 3.8       △        0.9       △        2.0                  6.7                  

海 上 0.6       △        1.0                  2.6       △        

増減率

火 災 0.8       △        4.3                  5.4                  4.8                  

2005年度予想 
増減率 増減率 増減率

　
年度 　種目 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度

－２－



３．種目別保険料・保険金（除く特殊要因）

　　　・種目別正味収入保険料 　　　・種目別正味収入保険料

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

83,737 88,591 93,300

5,251 5,368 5,400

49,090 49,220 52,000

471,792 460,647 468,200

86,942 87,548 85,300

61,389 66,314 67,800

758,204 757,690 772,000

　　　・種目別正味支払保険金 　　　・種目別正味支払保険金

（単位：百万円、％） （単位：百万円、％）

　 　 　
損害率 増減 損害率 増減 損害率 損害率 増減

34,182 42.4     5.8 △  55,894 65.0     22.6     55,894 65.0     34,000 38.3     26.7 △ 

3,896 76.5     21.5     2,905 56.1     20.4 △ 2,905 56.1     3,000 57.6     1.5      

17,790 40.4     2.4 △  16,284 36.5     3.9 △  16,284 36.5     17,600 37.1     0.6      

266,689 61.3     0.9      263,849 62.0     0.7      263,849 62.0     269,800 62.3     0.3      
49,077 65.7     4.8 △  46,843 62.7     3.0 △  46,843 62.7     46,200 63.8     1.1      

45,712 79.4     4.7      45,756 72.8     6.6 △  74,792 111.2   62,100 95.4     15.8 △ 

417,350 59.9     0.3 △  431,533 61.7     1.8      460,569 65.2     432,700 60.8     4.4 △  

＊ 正味損害率（％）＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料

そ の 他 そ の 他

合 計 合 計

自 動 車 自 動 車

自動車損害賠償責任 自動車損害賠償責任

海 上 海 上

傷 害 傷 害

２００４年度 2005年度予想 

火 災 火 災

　
年度
種目

２００３年度 ２００４年度
　
年度
種目

760,900 1.5                  

そ の 他 3.9       △        
合 計 1.9       △        0.1       △        合 計

8.0                  そ の 他

460,647 1.6                  

87,548 2.6       △        

69,524 2.5       △        

自動車損害賠償責任 4.5                  0.7                  自動車損害賠償責任

自 動 車 3.7       △        2.4       △        自 動 車

5,368 0.6                  
傷 害 1.6       △        0.3                  傷 害 49,220 5.6                  

海 上 0.5                  2.2                  海 上

増減率

火 災 3.3                  5.8                  火 災 88,591 5.3                  

２００４年度 2005年度予想 
増減率 増減率

　
年度 　種目 ２００３年度 ２００４年度

　
年度 　種目

自賠責政府再廃止及びFR関連影響を除く 自賠責政府再廃止影響のみを除

－３－



４．種目別受再保険料・保険金

　　　・種目別受再正味保険料

（単位：百万円、％）

14,710 14,533 12,779 10,500

1,490 1,551 1,706 1,700

289 907 955 900

19,234 13,460 8,827 8,000

92,855 113,937 114,497 112,200

31,994 14,418 8,423 7,400

160,575 158,808 147,190 140,700

　　　・種目別受再正味保険金
（単位：百万円、％）

損害率 増減 損害率 増減 損害率 増減 損害率 増減

16,702 113.5    127.8△ 13,652 93.9      19.6△  8,434 66.0      27.9△  5,700 54.3      11.7△  

1,483 99.5      7.5△    2,673 172.4    72.9      1,573 92.2      80.2△  1,600 94.1      1.9       

294 101.9    79.8      181 20.0      81.9△  254 26.6      6.6       400 44.4      17.8      

12,966 67.4      4.2△    12,407 92.2      24.8      7,138 80.9      11.3△  5,700 71.3      9.6△    

51,236 55.2      76.1△  64,304 56.4      1.2       85,243 74.5      18.1      100,500 89.6      15.1      

40,558 126.8    87.7      42,937 297.8    171.0    38,386 455.7    157.9    26,500 358.1    97.6△  

123,242 76.8      61.2△  136,156 85.7      8.9       141,030 95.8      10.1      140,400 99.8      4.0       

自 動 車

自動車損害賠償責任

そ の 他

合 計

2005年度予想

火 災
海 上

傷 害

　
年度　種目 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度

12.2       △         
合 計 83.3                   1.1       △          7.3       △          4.4       △          

そ の 他 215.4                 54.9       △         41.6       △         

9.4       △          
自動車損害賠償責任 147.1                 22.7                   0.5                     2.0       △          

自 動 車 32.2                   30.0       △         34.4       △         

0.4       △          
傷 害 61.5       △         213.7                 5.3                     5.8       △          

海 上 12.6       △         4.0                     10.0                   

増減率

火 災 35.6       △         1.2       △          12.1       △         17.8       △         

2005年度予想
増減率 増減率 増減率

　
年度　種目 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度

－4－



５．正味事業費内訳
（単位：百万円、％）

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度予想

増減率 対保険料比 増減率 対保険料比 増減率 対保険料比 増減率 対保険料比

損害調査費 人 件 費 102,543 1.6  △     12.3         96,036 6.3  △     11.5         93,966 2.2  △     11.4         93,700 0.3  △     11.2         

＋ 物 件 費 80,708 3.6  △     9.6          77,197 4.3  △     9.2          74,976 2.9  △     9.1          76,300 1.8          9.1          

営業費及び 税 金 等 10,813 4.4  △     1.3          10,477 3.1  △     1.3          10,081 3.8  △     1.2          10,200 1.2          1.2          

一般管理費 計 194,065 2.6  △     23.2         183,711 5.3  △     22.0         179,024 2.6  △     21.6         180,200 0.7          21.5         

146,539 2.5  △     17.5         138,602 5.4  △     16.6         135,673 2.1  △     16.4         136,100 0.3          16.2         

148,746 2.4  △     17.8         141,255 5.0  △     16.9         138,783 1.8  △     16.8         140,800 1.5          16.8         

295,286 2.4  △     35.3         279,858 5.2  △     33.5         274,456 1.9  △     33.2         

(293,316) 0.9)(  △      (37.9)          (279,516) 4.7)(  △      (36.9)          (274,355) 1.8)(  △      (36.2)          

＊（　）内は特殊要因（自賠責政府再廃止及びＦＲ関連の影響）を除いております。

６．異常危険準備金

（単位：百万円、％） 2004年度繰入・取崩内訳

２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 取崩額 繰入額
（積立率） 増減 （積立率） 増減 （積立率） 増減

火 災 61,359     77.0)(        2,283       65,587     79.7)(        4,228       56,358     64.7)(        9,229  △  14,052     4,822      

海 上 3,941      75.4)(        166         3,370      64.2)(        570  △    3,509      65.4)(        138         37          176        

傷 害 25,549     51.2)(        35  △      26,969     54.9)(        1,420       28,415     57.7)(        1,445       -           1,445      

自 動 車 78,889     16.1)(        11,661      84,240     17.9)(        5,350       89,366     19.4)(        5,126       31,556     36,682     

そ の 他 14,695     18.6)(        2,153  △  14,056     19.2)(        638  △    17,160     24.7)(        3,103       2,249      5,353      

合 計 184,435   26.2)(        11,922      194,225   28.5)(        9,790       194,809   29.0)(        583         47,896     48,480     

＊積立率＝異常危険準備金の残高÷正味収入保険料（除く家計地震・自賠責）×100

           年度
  種目

諸手数料及び集金費

事 業 費 276,900 0.9          33.0         

保 険 引 受 に 係 る

営業費及び一般管理費

[繰入率]

 火　　災 5.6%

(普通火災

5.8%)

[自然災害支払

 に係る取崩額]

　　215億円

自賠責政府再廃止影響のみ除

く

2005年度予想　35.9%

－５－



７．資産査定（貸付金）
(単位：百万円、％）

２００３年度 (W/T) ２００４年度 (W/T) 増  減 (W/T)

合計 352,977 100.0)(   343,015 100.0)(   9,962  △        -)(        

324,433 91.9)(    326,530 95.2)(    2,096            +3.3)(    

28,544 8.1)(      16,485 4.8)(      12,058  △      △3.3)(   

Ⅱ 分 類 18,438 5.2)(      11,848 3.5)(      6,590  △        △1.7)(   

Ⅲ 分 類 8,641 2.4)(      4,483 1.3)(      4,157  △        △1.1)(   

Ⅳ 分 類 1,463 0.4)(      152 0.0)(      1,310  △        △0.4)(   

８．リスク管理債権
(単位：百万円、％）

２００３年度 ２００４年度 増減

９．長期性資産
(単位：百万円）

２００３年度 ２００４年度 増  減
長 期 性 資 産 732,168 678,138 54,029      △             

対 貸 付 金 割 合 7.0 3.5 3.5      △                  

貸 付 金 352,977 343,015 9,962      △               

貸付条件緩和債権 5,512 246 5,266      △               

3カ月以上延滞債権 642 307 334      △                 

延 滞 債 権 18,314 11,497 6,817      △               

12,169 12,458      △             

破 綻 先 債 権 158 117 40      △                   

非 分 類 資 産 計

分 類 対 象 資 産 計

リ ス ク 管 理 債 権 計 24,627

－６－



１０．有価証券関係

（１）有価証券の含み損益

(単位：億円）

増減
40                                

177      △                     

76                                

16      △                       

77      △                       

＊買入金銭債権は｢その他｣に含めております。

（２）減損処理による有価証券の評価損

(単位：億円）

増減
0                                 

5                                 

0      △                         

-

4                                 

11．自動車盗難の被害実態
(単位：億円）

増減
470件      △                  

1      △                        

0                                 

＊自社幹事契約の自社分（元受ベース）

支 払 保 険 金 69 68

支 払 備 金 11 12

２００３年度 ２００４年度
支 払 件 数 7,379件 6,909件

そ の 他 - -

合 計 9                                  13                                 

株 式 8                                  13                                 

外 国 証 券 0 0

２００３年度 ２００４年度
公 社 債 - 0

そ の 他 57                                 41                                 

合 計 2,183                             2,106                             

株 式 2,238                             2,061                             

外 国 証 券 149      △                      72      △                        

２００３年度 ２００４年度
公 社 債 36                                 77                                 

－７－



１２．自然災害の影響
(単位：億円）

２００３年度 ２００４年度 増減

火 災 14 404 390

元 自 動 車 5 78 73

そ の 他 1 15 14

20 497 477

受 0 40 40

20 537 517

再 火 災 4 143 139

自 動 車 0 16 16

保 そ の 他 0 2 2

4 161 157

険 0 17 17

4 178 174

火 災 10 261 251

正 自 動 車 5 62 57

そ の 他 1 13 12

16 336 320

味 0 23 23

16 359 343

5 215 210

11 144 133

【正味損害率への影響】
(単位：％）

２００３年度 ２００４年度 増減
火 災 1.2 29.5 28.3
自 動 車 0.1 1.3 1.2
そ の 他 0.2 1.8 1.6

計 0.2 4.1 3.9

計

異 常 危 険 準 備 金 取 崩

ネ ッ ト 影 響 額 ( △ )

回 収 備 金

計

支 払 保 険 金

支 払 備 金

支 払 保 険 金

支 払 備 金

計

回 収 保 険 金

－８－


